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令和6年度 大垣商工会議所事業計画 

Ⅰ 概  要 

我が国の経済は、依然として物価上昇が続き、消費者マインドの冷え込みが懸

念されるほか、幅広い業種で人手不足が深刻化しつつあり、地域の中小・小規模

事業者を取り巻く経営環境は厳しい状況が続いている。 

こうした中、地域総合経済団体として中小・小規模事業者の振興・発展のため

に商工会議所が果たすべき役割はますます増大している。 

当商工会議所では、「SMILE SUPPORT～いつでも笑顔溢れる街 大垣を目指し

て～」をスローガンに掲げ、大垣地域の強みである生態系を活かし、産官学金の

より密接な連携を図りながら、商工会議所活動の主役である会員事業所及び地域

中小・小規模事業者の発展をサポートしていく。 

このような方針のもと、新規事業として、次の2つの事業に取り組む。 

1つ目は、会員ビジネスマッチング事業である。会員事業所の新たなビジネス

チャンスの創出や経営課題の解決をはかるとともに、事業承継に課題を抱える事

業所と起業家を繋ぐため、交流会を実施し会員企業を支援する。 

２つ目は、環境アクション推進事業である。脱炭素社会の実現に向け、会員企

業への省エネ等の啓蒙活動や、会議所事務局におけるペーパーレスの推進等を盛

り込んだ行動計画を作成し、日本商工会議所の「環境アクションプラン」の認定

を目指す。 

重点事業としては、第一に販路開拓支援・中小企業支援に取り組む。販路開

拓支援としては、新規事業である会員ビジネスマッチング事業に加え、海外販

路開拓のための現地物産展・商談会の実施、SNS 活用による情報発信やメディア

へのプレスリリースによる発信を支援する。また、事業承継支援事業、DX やデ

ジタル化の推進支援事業などを引き続き実施し、事業者を伴走型で支援する。 

更に、地域の社会課題解決のための起業創出に向けた支援にも取り組む。 

第二に、人材確保・育成事業である。新たに SNS 活用による人材採用支援事

業を実施し、優れた人材の確保を支援する。 

 第三に、脱炭素社会環境事業である。新規事業の環境アクション推進事業に

加え、脱炭素・カーボンニュートラル等、脱炭素社会に向けて取り組む。 

 第四に、市街地活性化事業である。大垣市、市商連等との連携による、市街

地の賑わい創出に向けた調査研究を行う。 

Ⅱ 新規事業 

１．会員ビジネスマッチング事業 

会員事業所の新たなビジネスチャンスの創出や経営課題の解決を図るととも

に、事業承継に課題を抱える事業所と起業家を繋ぐため、交流会を開催する。 

1



２．環境アクション推進事業 

脱炭素社会の実現に向け、会員企業への節電、省エネ等の啓蒙活動や、会議

所事務局におけるペーパーレスの推進等を盛り込んだ行動計画を作成し、日本

商工会議所の「環境アクションプラン」の認定を目指す。 

Ⅲ 重点事業 

１．販路開拓支援・伴走型経営支援 

(1) 伴走型経営支援

○各種補助金、助成金の申請支援、経営計画書作成

国・県・市などの補助金や助成制度の情報を発信するとともに、補助金

説明会を開催する。また、補助金申請書の書き方や採択のポイントなどに

ついての個別支援を経営支援員が行う。 

○経営指導員による中小・小規模事業所への巡回指導及び窓口相談

経営指導員による巡回指導、窓口相談により、大垣地域の中小・小規模

事業所が抱える課題を聴取しながら、解決に向けた伴走型の支援を行う。 

○専門家による個別相談

中小企業診断士、税理士、社会保険労務士などの専門家による個別相談

会を実施する。 

○ワンストップ経営相談会の実施

事業者が抱える、販路開拓・補助金申請・創業・税務・労務・ＩＴ・事

業承継などの課題を早期に解決するため、専門家を一堂に招聘し、様々な

相談にワンストップで応じる相談会を実施する。 

(2) 販路開拓支援

○SNS活用による情報発信の支援及びマスメディアへのプレスリリース支援

開発商品・サービスのブラッシュアップ、プレスリリース原稿の作成を、

ガキビズと連携して支援する。加えて、SNSによる発信方法が身に付くよう

支援する。

○会議所HP、Facebook、YouTube等での会員情報の発信

会議所ホームページ、Facebook、YouTube、「NAVI大垣」、ＦＭ岐阜等を活

用し、補助金・助成金など、経営に役立つ情報や、会員の販路開拓支援事例

等を発信する。

〇海外販路開拓のための現地物産展、商談会 

大垣地域の特産品や魅力ある商品の販路開拓を目的として、台湾での物 

産展及び商談会を実施する。また、海外市場や輸出に関する知識習得のため

のセミナーを開催する。 

(3) 創業ベンチャー支援

起業を目指す人や、起業して間もない経営者を対象に「創業塾」を開催す

る。併せて、本創業塾の受講者など起業家同士が情報交換を図るための交流

会を実施する。 
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(4) 事業承継支援

会員事業所を対象に、事業承継支援が必要な事業所の掘り起しや、ニーズ

を把握するために令和5年度に実施したアンケート調査結果を踏まえて、専門

家による個別相談会を実施する。 

(5) DX推進

生産性向上に向けた、事業所のDXを支援するためのセミナーを実施する。

また、事務局のDXに取り組み、事務の効率化を図る。 

(6)地域の社会課題解決のための体制構築に向けた調査研究

地元金融機関等との連携による、社会課題の解決やESG経営を目指す企業・

創業者等を地域全体で支援する体制（仮称：S〈ソーシャル〉認証）の構築に

向け、社会課題解決に取り組む事業所による発表会等を実施する。 

(7) 共済・福利厚生事業

会員企業の経営者、従業員の安心をサポートするため、生命共済制度、特

定退職金共済制度、福祉共済制度などを推進する。 

２．中小企業の人材確保・育成 

(1) リアル大垣合同企業展

大学生等の求職者向けに、会員企業の魅力や採用情報等を発信し、就業を

促進する「リアル大垣合同企業展」を実施する。 

(2) 大垣地域合同企業展

大垣地域の高校において合同企業展を開催し、企業担当者が自社の事業や

魅力を高校生、保護者、教職員に直接伝える場を提供するとともに、地元企

業への就業促進を支援する。 

(3) SNS活用による人材採用支援事業

求職者にSNS上で社内の雰囲気や人間性、社会的な取り組み等を伝えること

によって“共感”を得て採用に繋げるための実践的なセミナーを開催する。

(4) 検定試験

簿記、リテールマーケティング、カラーコーディネーターなどの検定試験 

を施行する。

３．脱炭素社会、環境に関する取組み 

(1) 脱炭素社会に向けた環境対策事業

脱炭素社会、カーボンニュートラル、ＳＤＧｓ等をテーマとするセミナー

や視察研修会を実施する。

４．中心市街地活性化の推進 

(1) 中心市街地活性化協議会推進事業

大垣市が策定した「大垣市中心市街地活性化基本計画」の実現に向け、中

心市街地活性化協議会を中心に、行政をはじめ関係機関や団体と連携し、意

見の集約を図る。加えて、空き店舗撲滅プロジェクト事業を推進する。 

５．産業基盤の整備促進 

(1) 産業基盤の整備促進に関する事業

東海環状自動車道西回りルートや、国道、県道の整備促進に向け、財務省、

国土交通省、岐阜国道事務所、岐阜県への要望活動を行う。 
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（単位：千円）

会 計 区 分 6年度予算額
5年度予算額
※補正後

比較増・減 (△ )

一 般 会 計 185,587 180,656 4,931

不動産管理・共済特別会計 64,634 64,319 315

特定退職金共済事業特別会計 305,054 299,716 5,338

小 規 模 事 業 特 別 会 計 86,140 93,628 △ 7,488

退職給与積立金特別会計 39,070 35,181 3,889

財政調整積立金特別会計 221,921 216,917 5,004

合 計 902,406 890,417 11,989

令和６年度 収支予算書

総括表

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 会 費 71,292 70,269 1,023

1. 会 費 68,820 67,797 1,023
会費@4.5×15,291口、共済会費@1×
9事業所

2. 特 別 会 費 2,472 2,472 0 議員研究会費@24×103事業所

3. 議員選挙負担金 0 0 0

4. 過 年 度 会 費 0 0 0

2.
特 定 商 工 業 者
負 担 金

2,005 2,008 △ 3

1. 本 年 度 負 担 金 2,005 2,008 △ 3 @1.5×1,337事業所

2. 過 年 度 負 担 金 0 0 0

3. 事 業 収 入 36,303 32,646 3,657

1.
商 工 振 興
事 業 収 入

11,940 9,293 2,647 各種商工振興事業参加料等

2. 部 会 事 業 収 入 1,839 1,869 △ 30 視察・懇親会参加費等

3. 検 定 事 業 収 入 4,438 4,134 304 簿記・販売士等検定受験料

4. 手 数 料 18,086 17,350 736 事務受託料・負担金収入等

4. 交 付 金 9,076 14,017 △ 4,941

1. 国 ・ 県 補 助 金 0 5,374 △ 5,374

2. 市 補 助 金 6,477 6,524 △ 47 大垣市等補助金

3. そ の 他 補 助 金 2,599 2,119 480 地域人財力定着促進事業等

5. 雑 収 入 290 292 △ 2

1. 預 金 利 息 1 1 0 預金利息

2. 雑 収 入 289 291 △ 2 雑収入、外郭団体消耗品代等

6. 積立金取崩収入 0 0 0

1.
財政調整積立金
取 崩 収 入

0 0 0

2.
出 資 金
取 崩 収 入

0 0 0

7. 繰 入 金 5,000 5,000 0

1. 繰 入 金 5,000 5,000 0 不動産管理・共済特別会計より

8. 繰 越 金 61,621 56,424 5,197

1. 繰 越 金 61,621 56,424 5,197 前年度繰越金

185,587 180,656 4,931合 計

令和６年度 一般会計収支予算書

収 入 の 部

款 項
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 事 業 費 52,303 47,350 4,953

1. 商 工 振 興 費 26,785 22,780 4,005 商工業振興事業費

2. 検 定 事 業 費 1,492 1,385 107 簿記・販売士等検定事業費

3. 部 会 事 業 費 5,556 4,203 1,353 部会活動費・会議費

4. 部会共通事業費 0 0 0

5. 委 員 会 費 4,590 4,714 △ 124 委員会活動費・会議費

6. 調 査 広 報 費 2,482 2,884 △ 402
会報発行費(6ヶ月分)・調査事業費･
広報費

7.
議 員 研 究 会
事 業 費

2,472 2,472 0 定例会費・会議所ﾆｭｰｽ・石垣購読料

8.
法 定 台 帳 作 成
管 理 運 用 費

7,897 7,865 32
給与費、事務局費（共益費含む）事
業費、福利厚生費

9.
Ｏ Ａ 機 器
関 係 費

1,029 1,047 △ 18 ＯＡ機器リース料、保守料等

2. 管 理 費 40,466 35,387 5,079

1. 俸 給 8,557 7,300 1,257 役員1名・職員1名分

2. 諸 手 当 1,881 1,804 77 通勤等諸手当等

3. 賞 与 4,020 3,370 650 夏期・年末手当

4. その他の人件費 2,832 2,345 487
パート職員2名分、派遣職員1名分
(2ヶ月分）

5. 福 利 厚 生 費 2,318 2,868 △ 550 社会保険料等 役員1名・職員1名分

6. 旅 費 交 通 費 876 911 △ 35 出張・研修旅費等

7. 通 信 運 搬 費 2,287 2,180 107 郵送料・振込手数料・電話代等

8. 印 刷 費 186 129 57 各種用紙等印刷代

9. 什 器 備 品 費 0 0 0

10. 消 耗 品 費 609 705 △ 96 事務用品・印刷用紙・コピー代

11. 図 書 費 136 132 4 図書・新聞代

12. 選 挙 事 務 費 0 0 0

13. 会 議 費 427 466 △ 39 議員総会等開催費

14. 渉 外 費 700 900 △ 200 慶弔費等

15. 公 課 2,975 750 2,225 消費税等

16. 分 担 金 2,780 2,481 299 日商・県連会費

17. 事 務 研 修 費 435 435 0 各種研修参加費等

18. 支 払 家 賃 5,951 5,657 294 事務局支払家賃等

19. 水 道 光 熱 費 2,255 1,744 511 事務局電気代

20. 諸 団 体 会 費 800 800 0 諸団体会費

21. 雑 費 441 410 31 会議所向けイベント保険料等

支 出 の 部

款 項
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6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考款 項

3. 繰 出 金 36,764 43,715 △ 6,951

1.
小 規 模 事 業
特 別 会 計

31,000 33,000 △ 2,000 小規模事業特別会計へ

2.
不動産管理・共済
特 別 会 計

0 0 0

3.
退職給与積立金
特 別 会 計

764 715 49 退職給与積立金特別会計へ

4.
財政調整積立金
特 別 会 計

5,000 10,000 △ 5,000 財政調整積立金特別会計へ

5.
特退金共済事業
特 別 会 計

0 0 0

4. 予 備 費 56,054 54,204 1,850

1. 予 備 費 56,054 54,204 1,850

5. 補 助 金 返 還 分 0 0 0

1. 補 助 金 返 還 分 0 0 0

185,587 180,656 4,931合 計
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 共 済 手 数 料 21,731 21,589 142

1. 生 命 共 済 6,677 6,836 △ 159 制度運営費、事務手数料

2. 大 型 共 済 235 304 △ 69 事務手数料

3. 医 療 保 険 共 済 0 0 0

4. 福祉プラン共済 0 0 0

5. 個 人 年 金 共 済 152 164 △ 12 事務手数料

6. 終 身 保 険 共 済 1,352 1,456 △ 104 　　〃

7. ﾌﾘｰ設計保険共済 0 0 0

8. ｴ ｽ ﾘ ｰ 保険 共済 7 8 △ 1 事務手数料

9. 終身医療保険共済 5,471 5,697 △ 226 　　〃

10. 個人扱い保険共済 20 22 △ 2 　　〃

11. 団 体 扱 い 保 険 0 0 0

12. 低払型定期保険 2,577 2,907 △ 330 事務手数料

13. ガ ン 治 療 共 済 700 602 98 　　〃

14. 定期保険群集団 2,084 1,985 99 　　〃

15.
ラ イ フ プ ロ
デ ュ ー ス

17 16 1 　　〃

16. ユニットリンク 2,439 1,592 847 　　〃

2. 賃 貸 料 収 入 20,932 21,115 △ 183

1. 不動産賃貸料収入 18,000 18,000 0 旧会館跡地賃貸料

2. 駐車場賃貸料収入 2,932 3,115 △ 183 関係者・職員駐車場賃貸料

3. 共 益 費 収 入 4,465 4,535 △ 70

1.
Ｏ Ａ 機 器 関 係
共 益 費 収 入

4,465 4,535 △ 70 各会計負担金

4. 事 業 収 入 0 0 0

1. 事 業 収 入 0 0 0

5. 雑 収 入 1 1 0

1. 預 金 利 息 1 1 0 預金利息

2. 雑 収 入 0 0 0

6. 繰 入 金 0 0 0

1. 繰 入 金 0 0 0

7. 繰 越 金 17,505 17,079 426

1. 繰 越 金 17,505 17,079 426 前年度繰越金

64,634 64,319 315

令和６年度 不動産管理・共済特別会計収支予算書

合 計

収 入 の 部

款 項
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 事 業 費 1,639 1,599 40

1. 通 信 運 搬 費 597 593 4 会報送料

2. 印 刷 費 959 953 6 会報印刷・封入代等

3. 財政基盤強化費 83 53 30 募集奨励事業推進費

2. 見舞金等給付金 380 420 △ 40

1. 見 舞 金 200 240 △ 40 生命共済給付金

2. 結 婚 祝 金 80 80 0 〃

3. 出 産 祝 金 100 100 0 〃

3. 不 動 産 関 係 費 2,910 2,910 0

1. 不 動 産 賃 借 料 2,592 2,592 0 駐車場賃借料

2. 不動産管理委託費 318 318 0 駐車場管理委託費等

4. 管 理 費 36,733 34,307 2,426

1. 俸 給 10,122 9,764 358 職員2名分

2. 諸 手 当 2,507 2,150 357 扶養・通勤等諸手当

3. 賞 与 5,153 4,510 643 夏期・年末手当

4. その他の人件費 1,304 1,340 △ 36 パート職員1名分

5. 福 利 厚 生 費 2,955 2,717 238 社会保険料等 職員2名分

6. 旅 費 交 通 費 265 415 △ 150 出張旅費、公用車ガソリン代等

7. 通 信 運 搬 費 289 270 19 郵送料・振込手数料等

8. 印 刷 費 4 4 0 名刺等印刷費

9. 消 耗 品 費 101 84 17 事務用品・コピー代等

10. 共 益 費 1,238 1,048 190 事務局支払家賃・水道光熱費等

11. ＯＡ機器関係費 5,152 5,232 △ 80 ＯＡ機器リース料、保守料等

12. 公 課 7,492 6,596 896 固定資産税・消費税・法人税等

13. 雑 費 151 177 △ 26 税務指導謝金、火災保険料等

5. 繰 出 金 7,761 7,796 △ 35

1. 一 般 会 計 5,000 5,000 0 一般会計へ

2.
退職給与積立金
特 別 会 計

2,761 2,796 △ 35 退職給与積立金特別会計へ

6. 予 備 費 15,211 17,287 △ 2,076

1. 予 備 費 15,211 17,287 △ 2,076

64,634 64,319 315

款 項

合 計

支 出 の 部
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 共済事業掛金収入 159,480 157,883 1,597

1. 受 入 保 険 料 151,506 149,989 1,517 受入保険料

2. 事 務 費 収 入 7,974 7,894 80 制度運営費

2.
企 業 年 金 契 約
給 付 金 受 入

140,993 140,000 993

1. 給 付 金 受 入 140,993 140,000 993 制度加入者退職金

3. 事 業 収 入 0 0 0

1. 事 業 収 入 0 0 0

4. 雑 収 入 1 1 0

1. 預 金 利 息 1 1 0 預金利息

2. 雑 収 入 0 0 0

5. 繰 入 金 0 0 0

1. 繰 入 金 0 0 0

6. 繰 越 金 4,580 1,832 2,748

1. 繰 越 金 4,580 1,832 2,748 前年度繰越金

305,054 299,716 5,338

令和６年度 特定退職金共済事業特別会計収支予算書

合 計

収 入 の 部

款 項
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 事 業 費 1,659 1,619 40

1. 通 信 運 搬 費 597 593 4 会報送料

2. 印 刷 費 959 953 6 会報印刷・封入代等

3. 財政基盤強化費 103 73 30 募集奨励事業推進費

2. 共済事業給付金 140,993 140,000 993

1. 退 職 金 140,993 140,000 993 制度加入者退職金

3. 管 理 費 5,117 6,927 △ 1,810

1. 俸 給 1,873 2,919 △ 1,046 職員1名分

2. 諸 手 当 294 526 △ 232 通勤等諸手当

3. 賞 与 854 1,071 △ 217 夏期・年末手当

4. その他の人件費 0 0 0

5. 福 利 厚 生 費 453 695 △ 242 社会保険料等 職員1名分

6. 旅 費 交 通 費 216 366 △ 150 出張旅費、公用車ガソリン代等

7. 通 信 運 搬 費 362 341 21 郵送料、振込手数料等

8. 印 刷 費 1 1 0 名刺代

9. 消 耗 品 費 74 56 18 事務用品・コピー代等

10. ＯＡ機器関係費 344 349 △ 5 ＯＡ機器リース料、保守料等

11. 共 益 費 615 528 87 事務局支払家賃・水道光熱費等

12. 公 課 31 49 △ 18 自動車税

13. 雑 費 0 26 △ 26

4. 支 払 保 険 料 151,506 149,989 1,517

1. 支 払 保 険 料 151,506 149,989 1,517 支払保険料

5. 繰 出 金 144 185 △ 41

1. 一 般 会 計 0 0 0

2.
退職給与積立金
特 別 会 計

144 185 △ 41 退職給与積立金特別会計へ

6. 予 備 費 5,635 996 4,639

1. 予 備 費 5,635 996 4,639

305,054 299,716 5,338

款 項

合 計

支 出 の 部
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△）

1. 補 助 金 46,879 52,563 △ 5,684

1. 県 補 助 金 46,579 49,387 △ 2,808 俸 給

期 末 手 当

通 勤 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

超 過 勤 務 手 当

福 利 厚 生 費

福 利 環 境 整 備 費

主 席 主 任 設 置 費 480

法定経営支援員設置費 180

記 帳 員 人 件 費 1,085

旅 費 120

事 務 費 584

講 習 会 等 開 催 費 720

資 質 向 上 対 策 事 業 費 127

資 質 向 上 対 策 事 業 費
（ そ の 他 研 修 会 費 ）

24

地 域 振 興 事 業 費 2,261

46,579

2. 国 補 助 金 0 2,876 △ 2,876

3. 市 補 助 金 300 300 0

2. 手 数 料 2,328 1,888 440

1. 事 業 主 負 担 金 200 150 50

2. 記帳機械化手数料 1,581 1,191 390

3. 共 済 手 数 料 400 400 0

4. 景況調査手数料 147 147 0

3. 雑 収 入 56 52 4

1. 雑 収 入 56 52 4

4. 繰 入 金 31,000 33,000 △ 2,000

1. 繰 入 金 31,000 33,000 △ 2,000

5. 繰 越 金 5,877 6,125 △ 248

1. 繰 越 金 5,877 6,125 △ 248

86,140 93,628 △ 7,488

創業塾受講料等

記帳機械化事務手数料

令和６年度 小規模事業特別会計収支予算書

収 入 の 部

款 項 備 考

県補助金交付申請内訳

40,998

合 計

創業支援事業市町負担金

前年度繰越金

合 計

中小企業景況調査手数料
（日本商工会議所）

事務所費･手数料
（岐阜県信用保証協会等）

小規模企業共済、経営セーフティ共済
（倒産防止共済）事務手数料

一般会計より繰入（人件費、各事業費、
ＯＡ機器関係費、共益費等）
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△）

1. 人 件 費 55,818 58,697 △ 2,879

1. 俸 給 32,083 32,770 △ 687

2. 扶 養 手 当 1,074 1,038 36

3. 通 勤 手 当 606 603 3

4. 住 居 手 当 648 969 △ 321

5. 賞 与 13,250 14,783 △ 1,533

6. 超 過 勤 務 手 当 200 50 150

7. 福 利 厚 生 費 7,957 8,484 △ 527

2. 旅 費 200 200 0

1. 指 導 旅 費 160 160 0

2. 研修会出席旅費 40 40 0

3. 事 務 費 555 552 3

1. 指 導 事 務 費 555 552 3

4. 事 業 費 9,346 13,711 △ 4,365

1. 指 導 事 業 費 2,998 4,391 △ 1,393

2.
資 質 向 上 対 策
事 業 費

275 431 △ 156

3.
中小企業景況調査
事 業 費

3 354 △ 351

4.
経営相談ネット
受 付 事 業 費

0 0 0

5.
マル経利子補給
事 業 費

1,000 1,000 0

6.
商工業補助金等
活用支援事業費

70 70 0

7.
創 業 資 金 利 子
補 給 事 業 費

0 0 0

8.
ワ ン ス ト ッ プ
経営相談会事業費

1,272 46 1,226

9.
伴走型小規模事業
者 支 援 推 進
事 業 費

572 2,876 △ 2,304

10. 事 業 承 継 事 業 費 272 750 △ 478

11.
働 き 方 改 革
推 進 支 援 事 業 費

0 0 0

12.
発 信 力 強 化
支 援 事 業 費

674 1,321 △ 647

13.
創 業 支 援 促 進
事 業 費

1,602 2,115 △ 513

14.
地域企業の社会課題
の解決に向けた体制
構 築 事 業 費

108 357 △ 249

15. 女性会県連事業費 500 0 500

講師謝金、交通費等

講師謝金、交通費等

講師謝金、交通費等

講師謝金、交通費等

講師謝金、記帳指導員謝金、
主席・主任手当等

専門コース研修費

景況調査票郵送代等

利子補給金

会場代等

講師謝金、交通費等

講師謝金、交通費等

講師謝金、交通費等

巡回指導旅費 

研修会出席旅費 

金融審査委員委嘱費、印刷費、
通信費等

職員8名分

職員4名分

職員8名分

職員2名分

職員8名分

社会保険料･労働保険料等
職員8名分

支 出 の 部

款 項 備 考

職員8名分

888888888888888888888888
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6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△）款 項 備 考

5. 一 般 管 理 費 11,038 10,030 1,008

1. 管 理 人 件 費 1,480 1,391 89

2. 管 理 旅 費 324 300 24

3. ＯＡ機器関係費 2,748 2,790 △ 42

4. 管 理 事 務 費 4,926 4,181 745

5. 管 理 会 議 費 100 10 90

6. 管理記帳機械化費 187 158 29

7. 管理施策普及費 599 601 △ 2

8. 管理福利厚生費 449 429 20

9. 管 理 雑 費 225 170 55

6. 過年度支出見返金 0 0 0

1. 過年度支出見返金 0 0 0

7. 繰 出 金 6,331 6,304 27

1. 繰 出 金 6,331 6,304 27

8. 予 備 費 2,852 4,134 △ 1,282

1. 予 備 費 2,852 4,134 △ 1,282

86,140 93,628 △ 7,488合 計

会議参加費等

記帳機械化消耗品代等

封筒、チラシ作成代等

定期健康診断料等

消費税等

退職給与積立金特別会計へ

管理職手当、超過勤務手当

出張旅費

ＯＡ機器関係負担金

共益費、振込手数料、消耗品代等

14



（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 退 職 積 立 金 10,000 10,000 0

1. 退 職 積 立 金 10,000 10,000 0

一般　315
法定台帳 449
不動産管理・共済　2,761
特退金 144
小規模 6,331

2. 雑 収 入 0 0 0

1. 雑 収 入 0 0 0

3. 繰 越 金 29,070 25,181 3,889

1. 繰 越 金 29,070 25,181 3,889 前年度繰越金

39,070 35,181 3,889

（単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比較増･減（△） 備 考

1. 退 職 給 与 金 0 448 △ 448

1. 退 職 給 与 金 0 448 △ 448

2.
退 職 金
共 済 掛 金

5,641 5,891 △ 250

1.
退 職 金
共 済 掛 金

5,641 5,891 △ 250 退職金共済掛金

3. 通 信 運 搬 費 3 3 0

1. 通 信 運 搬 費 3 3 0 決済預金口座維持手数料等

4. 予 備 費 33,426 28,839 4,587

1. 予 備 費 33,426 28,839 4,587

39,070 35,181 3,889

令和６年度 退職給与積立金特別会計収支予算書

収 入 の 部

合 計

支 出 の 部

合 計

款 項

款 項
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（単位：千円）

6年度予算額
5年度予算額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

1. 財 政 調 整 資 金 5,000 10,000 △ 5,000

1. 本 年 度 積 立 金 5,000 10,000 △ 5,000 一般会計より

2. 雑 収 入 3 3 0

1. 雑 収 入 3 3 0 預金利息

3. 繰 越 金 216,918 206,914 10,004

1. 繰 越 金 216,918 206,914 10,004 前年度繰越金

221,921 216,917 5,004

（単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比較増･減（△） 備 考

1. 財政調整支出金 0 0 0

1. 財政調整支出金 0 0 0

2. 予 備 費 221,921 216,917 5,004

1. 予 備 費 221,921 216,917 5,004

221,921 216,917 5,004

令和６年度 財政調整積立金特別会計収支予算書

収 入 の 部

合 計

支 出 の 部

合 計

款 項

款 項
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付帯事項

常議員会への委任事項

令和６年度一般会計、その他の特別会計において、予算執行上、

すでに決定した予算の追加、修正を要するときは、この予算の補正を

常議員会に委任することを承認する。

17



（単位：千円）

1. 寄 付 金 0 0 0

1. 寄 付 金 0 0 0

2. 雑 収 入 0 0 0

1. 雑 収 入 0 0 0

3. 繰 越 金 1,197 1,197 0

1. 繰 越 金 1,197 1,197 0 前年度繰越金

1,197 1,197 0

（単位：千円）

1. 事 業 費 0 0 0

1. 事 業 費 0 0 0

2. 繰 出 金 0 0 0

1. 繰 出 金 0 0 0

3. 管 理 費 0 0 0

1. 通 信 運 搬 費 0 0 0

4. 予 備 費 1,197 1,197 0

1. 予 備 費 1,197 1,197 0

1,197 1,197 0合 計

6年度予算額

本年度予算額 備 考款 項

款 項

前年度予算額

比較増・減(△)

比較増・減 (△ )

支 出 の 部

令和６年度　大垣市まちづくり基金特別会計収支予算書

収 入 の 部

合 計

5年度予算額
※ 補 正 後

備 考
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（単位：円）

6 年 度 予 算 額
5 年 度 予 算 額
※ 補 正 後

比較増･減（△） 備 考

１． 水 都 ま つ り ・ 七 夕 ま つ り 事 業 費 285,000 285,000 0 実行委員会へ拠出

２． 十 万 石 ま つ り 事 業 費 250,000 250,000 0 実行委員会へ拠出

３． ま る ご と バ ザ ー ル 事 業 費 0 0 0

４． 諸 団 体 助 成 金 5,869,000 3,413,000 2,456,000 諸団体助成金

５． 優 良 従 業 員 表 彰 事 業 費 238,000 250,000 △ 12,000 記念品等

６． 永 年 勤 続 表 彰 事 業 費 243,000 126,000 117,000 日商・大商表彰（議員・職員）

７． ホ ー ム ペ ー ジ 関 係 事 業 費 543,000 479,000 64,000
HP修正、Web名簿利用料、HP英・
中・韓翻訳

８． ま ち づ く り 推 進 事 業 費 20,000 20,000 0 中活協議会推進事業

９． 地 域 人 財 力 定 着 促 進 事 業 費 4,408,000 4,408,000 0 委託費等

１０． 交 流 産 業 戦 略 推 進 事 業 費 339,000 339,000 0
「西美濃産業観光読本」改訂版印刷
代等

１１． 中 心 市 街 地 ハ ツ ラ ツ 店 舗 支 援 事 業 費 80,000 80,000 0 ちょい店運営費等

１２． 大 垣 地 域 人 材 定 着 促 進 事 業 費 100,000 100,000 0 大垣地域合同企業展

１３． 制 度 改 正 等 の 課 題 解 決 環 境 整 備 事 業 費 0 252,000 △ 252,000

１４． 金 型 人 材 育 成 講 座 事 業 費 1,000,000 1,200,000 △ 200,000
講師謝金、会場代、受講者募集広報
費等

１５． 産 業 展 出 展 事 業 費 3,514,000 3,460,000 54,000 出展料他

１６． 会 員 大 会 事 業 費 762,000 293,000 469,000 講師謝金、通信費、会場代等

１７． Ｗ Ｅ Ｂ セ ミ ナ ー 事 業 費 302,000 302,000 0 ＷＥＢセミナーシステム運営費

１８． バ ナ ー 広 告 事 業 費 0 0 0

１９． 事 業 環 境 変 化 対 応 型 支 援 事 業 0 5,122,000 △ 5,122,000

２０． 海 外 販 路 開 拓 支 援 事 業 8,832,000 2,401,000 6,431,000
旅費交通費・宿泊費、物産展、商談
会等

２１． 予 備 費 0 0 0

26,785,000 22,780,000 4,005,000

事 業 名

合 計

令和６年度 商工振興事業費予算明細

8

参 考
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